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1．著者の紹介
　著者は、東京大学大学院法学政治学研
究科教授を 2008 年に定年退官後（同年
に同大学名誉教授）、現在は明治大学法
科大学院において教鞭を執る、租税法・
行政法の著名な研究者である。著書も数
多く、『要説自治体財政・財務法』（学陽
書房、1999 年）、『要説住民訴訟と自治
体財務〔改訂版〕』（学陽書房、2002 年）
の他、『公共契約法精義』（信山社、2005
年）、『公的資金助成法精義』（信山社、
2007 年）、『政府経費法精義』（信山社、
2008 年）、『社会保障財政法精義』（信山
社、2009 年）、『行政契約精義』（信山社、
2011 年）といった定評ある「精義」シ
リーズがあり、本書もその一つに数えら
れる1。本書とともに『都市行政法精義Ⅱ』
（信山社、2014 年）が公刊されていると
ころ、これらは「もともと一冊の書物を
予定して執筆を開始したが、大部になっ
たため、若干の時差をつけて 2 冊分にし
て刊行することとした」（まえがき ii 頁）
のだという2。
2．本書の構成
　本書は、3 章で構成される（『都市行政
精義Ⅱ』を加えると全部で 6 章である）。
　「第 1 章　都市行政法への招待」は、
総論的な内容となっており、まず「1　
都市の意義と分類」において、「都市の
意義」や「地方自治法と都市の関係」が
整理される。そして「2　都市行政法の
意義と存在形式」において、都市行政法
の意義、法律に基づく都市行政法とその
体系、都市行政法における条例の位置付
けについて考察が加えられる。続く「3
　都市行政法における行政手法」では、
行政法総論にいう「計画（行政計画）」、「行
政行為」、「行政指導」、「行政契約」といっ
た手法が、都市行政法分野においてどの
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1 本書は、「筆者にとって、部分的であれ書名に『行政法』の文言を入れた最初の書物」（まえがき ii 頁）
とのことである。
2 この書評は基本的に『Ⅰ』を対象とするものであり、『Ⅱ』については簡単にその章立てを紹介す
る程度に留めた。
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ような形で登場し、どう活用されている
かが整理されるほか、「財政」、「損失補償」
についても言及がなされる。
　第 2 章以下は、各論的な内容となっ
ており、まず「第 2 章　都市計画法・
景観法制」において、「1　都市計画の
法 体 系 」、「2　 都 市 計 画 」、「3　 都 市
計画制限」、「4　都市計画事業」、「5　
景観法制・歴史的風土の保存」、「6　
都市の緑地の保全・緑化」といった個
別領域について、法制度の整理と、関
連判例および重要学説の考察がなされる。
そして「第 3 章　市街地開発法・都市施
設法」において、「1　市街地開発法の仕
組み」、「2　土地区画整理法」、「3　都市
再開発法」、「4　新住宅市街地開発事業・
住宅街区整備事業」、「5　都市再生特別
措置法・民間都市開発の推進に関する特
別措置法」、「6　流通業務市街地の整備
に関する法律」、「7　被災市街地復興特
別措置法」、「8　都市施設法」といった領
域が取り扱われる。
　なお、本書と一体をなす『都市行政法
精義Ⅱ』は、「第 4 章　建築規制法」、「第
5 章　新たなまちづくりと都市行政法」、
「終章　都市行政法の展開」という構成
となっている。
3．本書の位置付け
　都市に関しては、都市工学において研
究対象とされることもあれば、行政学、
社会学、経済学、財政学、そして法学と
いった学門からも研究対象とされてい
る。
　このうち法学的な研究の発展に関し
て、高橋寿一は、「わが国においては、
戦前から、農村を中心として『土地法』
ないし『土地法』研究が語られ、戦後の
高度成長期以降は『土地法』ないし『土
地法』研究は都市問題をも対象とする
ようになった。1980 年代以降『都市法』
という用語が徐々に用いられるようにな
り、現在では『都市法』研究が盛んであ
る。」として、「土地法」が「都市法」に
発展していったと整理している3。高橋
は、都市法の「先駆」であり「最初の提
唱者」として五十嵐敬喜 4 を位置付ける
一方、「『都市法』という用語とは別に、
……「都市法学」の確立を唱えた」磯部
力5 の論功を指摘し、さらに「五十嵐、
磯部に続いて、『都市法』論を展開した」
原田純孝6 の存在を挙げている7。
3 高橋寿一「『土地法』から『都市法』への展開とそのモメント」社會科學研究 61 巻 3 ＝ 4 合併号
5 頁（2010 年）参照。
4 五十嵐敬喜（1944 ‑）は、弁護士として違法建築の被害者救済に尽力するとともに、法政大学法学部・
同大学院において 20 年に亘り教鞭を執り、総有論（美しい都市およびこれを支える従来とは全
く異なった新しい土地所有権論）を提唱してきた。五十嵐による都市法に関する先駆的著書には、
『現代都市法の形成（三省堂、1980 年）や『現代都市法の状況』（三省堂、1983 年）、そしてそれ
らを体系的に整理した『都市法』（ぎょうせい、1987 年）等がある。
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　なお、五十嵐によれば、「都市法」と
は「都市に特殊に適用される法を総称
し、都市の空間的価値と構造に関する
ルール」であり、「都市法」研究とはそ
のルールの解明を目的とするとされてい
る8。同じく磯部も、「都市計画」の中核
的概念である都市計画を、「都市に関す
るすべての情報と政策課題をおりこんだ
包括的な『都市の総合計画』」として捉
えるべき旨を説いて、農地や山林を都市
法の適用から除外している（ただし都市
郊外部は含むとされる）9。
　では、法学の中のとりわけ行政法学は、
どのように都市を扱ってきたのであろう
か。「六法の半分分捕る行政法」、「犬も
歩けば行政法に当たる」とは阿部泰隆10
の名言であるが、それほどまでに行政法
の数は多く、法律だけでも数千に上ると
されている。また、前述の五十嵐によれ
ば、「都市にかかわる法律は、計画、規制、
事業および補償に分類されるが、土地や
住宅に関するものまで入れると、およそ
200 本の法律がある。そしてそれぞれの
法律は施行令、規則、さらに条例を加え、
おそるべき量的拡大を遂げてきた。」11 と
いう。「200 本」の法律としては、たと
えば、都市計画法、都市再開発法、都市
公園法といった「都市」を冠した法律の
ほか、土地区画整理法、建築基準法、景
観法といった法律がそれに該当するもの
として思い浮かぶところであり、かつそ
れらの多くが、犬も歩けば当たる「行政
5 行政法学者（1944‑）。東京都立大学名誉教授。地方自治法、環境法、都市法（都市法学）に関す
る論考が多いが、とりわけ都市法（都市法学）に関するものとして、「『都市法学』への試み」成
田頼明編『行政法の諸問題 下』（有斐閣、1990 年）3 頁、「都市の土地利用と『都市法』の役割」
石田頼房編『大都市の土地問題と政策』（日本評論社、1990 年）199 頁、「都市の環境管理計画と
行政法の現代的条件」兼子仁＝宮崎良夫編『行政法学の現状分析』（勁草社、1991 年）331 頁、「公
物管理から環境管理へ」松田保彦ほか編『国際化時代の行政と法』（良書普及会、1993 年）27 頁
などがある。
6 民法学者（1946‑）。東京大学名誉教授。都市法に関する編著書として『日本の都市法 1 ～構造と
展開～』、『同 2 ～諸相と動態～』（東京大学出版会、2001 年）、共著書として『現代の都市法～ド
イツ・フランス・イギリス・アメリカ～』（東京大学出版会、1993 年）がある。
7 高橋「前掲論文 (3)」6・15 頁参照。
8 五十嵐・前掲 (4)『都市法』1 頁。
9 磯部・前掲 (5)「都市の土地利用と『都市法』の役割」202 頁、209 頁参照。
10 行政法学者（1942‑）。神戸大学名誉教授。元中央大学教授。現在は弁護士（兵庫県弁護士会所属）
として精力的に活動している。
11 この部分は、五十嵐が法政大学大学院公共政策学科において開講する「都市政策概論」のシラバ
ス（https://syllabus.hosei.ac.jp/web/preview.php?no_id=1354827&nendo=2013&gakubu_id= 公
共政策研究科 &gakubueng=EU&radd=500）から引用した（2014 年 12 月閲覧）。
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法」に該当すると考えてよいであろう12。
本書では「著者の『都市行政法』は、『都
市に関する行政法』という単純な意味で
ある」（まえがき ii 頁）とされており、
独自の定義付けまでは行われていないこ
とからすると、本書で取り扱われる領域
は、ほぼ五十嵐の言及するところと共通
すると思われる。この行政法分野からの
研究者としては、前述の磯部13 のほか、
近時体系書を上程した安本典夫14、生田
長人 15 などがあり、本書の著者である碓
井もこの系譜に位置づけられよう。
4．教科書であり学術書
　本書の執筆の契機を、「前述の科目（伊
藤注、著者が担当する明治大学法科大学
院での「公法総合指導」）の教材を作成
する必要に迫られて、判例等を重点とし
た簡単なものを作成した。その作業を進
めているうちに、都市行政法に関する自
らの知識を深めて問題点についても考察
し今後の研究にも役立てたいという欲求
に駆られた。そのような経緯で執筆され
たのが本書である。」（まえがき ii 頁）と
著者は述べる。つまり本書は、教科書的
要素と学術書的要素の両方を含むものと
いえよう。
　前者の要素については、「この分野に
おいては、行政法総論や行政救済法の適
用において問題とされるほとんどの素材
を見つけ出すことができ」、「行政法理論
の引出しが縦糸であるとすれば、都市行
政法という横糸を通すことにより、『行
政法の丈夫な布』ができあがる」とし、
「『都市行政法』を理解しようとするプロ
セスを踏むならば行政法を理解する能力
を自然と身につけることができる」（ま
えがき ii 頁）としている。確かに、学部
12 そうすると、都市法はその多くが都市行政法ということが言えそうであるが、そういった単なる
法律数の多寡にとどまらず、都市行政法というときは、都市に生じる問題を「行政法理論」によっ
て解決しようとするスタンスをとるという点に、その特徴を見出すことができよう。
13 見上崇洋の整理によれば、「磯部力は、行政法学の方法論を強く意識しつつ、都市法論を展開し、
新たな提案を行っている。磯部が、行政法ではなく都市法というとき主として念頭に置くのは，『説
明の仕方の道具箱』を変えるべきであるということである。五十嵐と同様、自治体レベルでのま
ちづくりにとって、国の法律がむしろ阻害要因となっているとの認識から、自治体法の現実を『法
律―規制―執行』に代わる『計画―指導―実行』の体系と捉える自治体行政法学の提唱と都市環
境管理論である。」とされている（見上崇洋「都市法論における共通利益と行政計画」立命館法
学 2008 年 5 ＝ 6 号 496 頁以下参照）。
14 行政法学者（1943‑）。大阪学院大学法科大学院教授。都市法に関する近時の著書として『都市法
概説［第 2 版］』（法律文化社、2013 年）がある。
15 行政法学者（1947‑）。1969 年４月建設省入省、1998 年７月から国土庁土地局長、その後国土庁防
災局長等を歴任。東北大学名誉教授。都市法に関する近時の著書として『都市法入門講義』（信山社、
2010 年）がある。
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生を対象とする「行政法」の講義では、「行
政法理論」を駆け足気味に講義するだけ
で手いっぱいという状況にある16。それ
ゆえ、「犬も歩けば当たる」ほどに存在
する「個別の行政法領域」については、
ほとんど手つかずといってもよく、わず
かに「行政法理論」を講義する中で単発
的に取り扱われる程度である。より過密
日程である法科大学院の講義では、「行
政法理論」についても逐一講義されるこ
とは少なく、すでに身に付けていること
が期待されているか、あるいは自学自習
に委ねられている側面が強い（いわんや
「個別の行政法領域」をや、である）。と
りわけ、「個別の行政法領域」については、
個別の法律の条文を出発点として、必要
に応じて逐条解説書などを利用すること
になるが、学部生レベルではそもそも困
難が伴うであろうし17、法科大学院生レ
ベルでもかなりの時間を要することにな
ろう。そのような状況下であるので何ら
かのナビゲーター的な役割を担う書籍が
必須となるわけだが、本書こそまさにそ
れに適任である18。本書を大いに活用し
て挑戦すれば、都市行政法という「個別
の行政法領域」についての理解を深め、
ひいては「行政法理論」をより深く（か
つ実感をもって）身に付けることができ
よう。
　後者の要素については、本書は重要判
例から最新判例に至るまで裁判例が豊富
に整理・紹介されており、かつ「一般の
書物においてあまり論じられていない新
たな問題点の提示」（はしがき iii 頁）も
随所になされている。この点に鑑みれば、
行政法・都市法の研究者のみならず、法
曹関係者、実務家にとっても大いに示唆
的なものとなっており、必携の書籍とい
うことがいえるだろう。
16 このような状況を指摘するものとして、たとえば、南川和宣「行政法の学び方」法学セミナー
711 号（2014 年）13 頁がある。
17 蛇足ながら恥を忍んで述べると、かつて景観法制の仕組みについて学部ゼミ生に整理報告するよ
う求めたところ、景観法からスタートしたはいいものの、景観法施行令、同施行規則への委任規
定が多数存在し、加えて景観行政団体が策定する景観計画・景観条例についても参照する必要が
生じているため（おまけに長が規則を制定している場合もある）、条文を追うだけでも学部生の手
に余り、全体像の把握にまでは至らないことがあった。
18 本書の他にも、個別行政法領域の学習に効果的な書籍として、たとえば、亘理格 = 北村喜宣編著
『重要判例とともに読み解く個別行政法』（有斐閣、2013 年）がある。
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